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法人（英本社は NY 市場上場。日本法人は日本で非上場、従業員は約 3,000 名）では、2004
































果を記載した内部統制報告書を作成する（金商法 24 条４の 4 第 1 項）と共に、同報告書






























日本公認会計士協会近畿会は、会員に対するアンケート調査に基づき、2017 年 3 月に「内





















































第 3 節 内部統制制度の変遷
続いて、日本における内部統制制度の導入から現在に至る変遷を、簡単に整理してみた
い。
まず、2006 年 6 月の改正金商法により、本制度が導入され、上場会社について、2008
年 4 月 1 日以降に開始する事業年度から適用されることとなった。









2008 年に本制度が開始されたが、同年 9 月にリーマン・ブラザーズの経営破綻により、
世界的な金融危機が発生した。





2011 年 7 月、オリンパス事件が発覚した。オリンパスはバブル時代の財テクで失敗した
損失を、⻑期にわたり隠ぺいするという粉飾決算を続けてきたものである。この事件を受
け、2013 年 3 月、監査基準の改訂および「監査における不正リスク対応基準」が設定され
た。また、2014 年、会社法が改正され、内部統制システム関連の規定が充実・強化された。






融庁は、2017 年 3 月、監査法人のガバナンス・コードとも言える「監査法人の組織的な運
営に関する原則」を発表した。また、日本公認会計士協会は、内部統制報告制度について
所期の目的を達成するような運用が定着しているのかどうかについて検討を行い、その結
果を、2018 年 4 月、監査・保証実務委員会研究報告第 32 号「内部統制報告制度の運用の
実効性の確保について」（以下「研究報告第 32 号」）3で公表した。
一方、日本取引所グループも、新規公開会社の経営者による不適切な取引への対応とし
て、2015 年 3 月、「最近の新規公開を巡る問題と対応について」という文書を発表し、さ
らに、上場会社の不祥事について、2016 年 2 月、「上場会社における不祥事対応のプリン
シパル」、2018 年 3 月に「上場会社における不祥事予防のプリンシパル」を発表した。
2019 年 12 月、内部統制の基準ならびに内部統制実施基準の 3 回目の改訂が行われた。
これは、財務諸表監査における「監査上の主要な検討事項」の記載および監査報告書の記
載区分等が改訂されたことに伴うものである。
3 この報告書は、2013 年 4 月から 2017 年 3 月までの 4 期分の「有効でない」内部統制報告書
について分析を行っている。
7
内部統制制度開始以降の、制度上の大きな改定点として、2015 年度から、上場後 3 年以
内の会社は内部統制監査が免除されることになったことがあげられる（但し、内部統制報
告書の提出義務は不変）。
第 4 節 IT 環境の変化と内部統制
2006 年の SOX 対応にあたり、筆者が作成に関与した業務手順は、ペーパーレスが一部
導入されていたが、その基本パターンは、「Aさんが取引内容を記載した入力票（紙）を起
票し、それを上司の B さんが承認する（承認印を押す）。それに基づいてファイナンス部
門の C さんがシステムに入力し、それを C さんの上司の D さんが承認する（承認印を押
























































第 2 章 「有効でない」内部統制報告書による第一次分析
2008 年の制度導入時から 2020 年 5 月までに公表された「有効でない」内部統制報告書
について、まず、本章第 1 節で対象とする報告書のカウント方法を定義する。







1. WHO : 誰が重要な不備を認識したか
2. WHEN : いつ重要な不備を認識したか
3. WHERE : どこで重要な不備を認識したか
4. WHAT : どのような重要な不備を認識したか
5. WHY : なぜ重要な不備を認識したか



































2008 年の制度開始から、2020 年 5 月までの過去 11 年間に公表された「有効でない」内
部統制報告書の総数は 1045 件であり、公表された年ごとの件数はグラフ 2.１の通りであ
る5。
5 毎年 6 月から 5 月を 1 年間としてまとめた。グラフ中の「2009 年」は、「2009 年 6 月から
2010 年 5 月に提出された分」を指す。これは、内部統制報告制度による内部統制報告書の提
出開始が、2008 年 4 月から開始される事業年度の会社（＝2009 年 6 月に有価証券報告書と内
部統制報告書を提出）からのためである。「会計年度」との関係で言えば、例えば、2008 年度





内部統制報告書を複数枚提出する（但し、EDINET の縦覧期間が 5期なので、最⻑ 5 期ま
でしか遡及しない）。この複数枚提出された報告書を年ごとに、どのように分類するかにつ
いて、次の２つの分類方法が考えられる。





































































年別の推移に注目したい。制度開始の 2009 年から 2014 年にかけては、筆者の期待通り、
「有効でない」内部統制報告書の件数は減少したが、2014 年を底として、2015 年以降、
増加傾向に転じている。それも 2012-2014 年の 3 年間がおおむね年間平均 30 件なのに対
して、次の 2015-2017 年の 3 年間がおおむね 40 件、2018-2019 年の 2 年間がおおむね 50
件という増え方をしている。











7 内部統制報告制度の現状分析（現代監査 No.29、2019 年 3 月）68 ページ
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本分析にあたり、第 1 節で、「有効でない」内部統制報告書の件数を 533 件として、説
明する旨述べたが、同じ会社でも、異なる年に「有効でない」内部統制報告書を公表した
場合は、1 件とカウントする。複数回提出した会社が以下の表 2.1 の通りあるので、この
11 年間に一回以上「有効でない」内部統制報告書を公表した会社は全部で 433 社である。
表 2.1 「有効でない」内部統制報告書を提出した回数ごとの会社数
この数字を 2019 年 12 月末の全国の全上場会社数（3,812 社）で割ると 11.4%である。








東証一部上場企業の 11 年間の累計数が 161 件、それ以外が 372 件である。これを 2019
















年に 4 社まで減った後、2014 年まで 10 社前後で推移した。しかし、2015 年以降増加に転
じ、2019 年には初年度と同じ 24 件に戻ってしまった。




















































2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
情報・通信 22 8 6 3 11 5 4 8 2 9 7 85
サービス 14 7 2 4 6 4 6 3 7 5 7 65
卸売業 15 5 1 8 3 4 7 5 5 3 6 62
電気機器 14 3 5 3 3 1 3 5 7 2 5 51
小売業 6 7 4 4 4 2 4 5 3 6 3 48
建設 5 4 4 2 2 1 4 7 2 31
機械 5 2 1 3 1 2 2 2 2 2 22
その他 34 11 11 8 8 11 15 13 18 19 21 169
合計 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533
提出年度 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
公表社数 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533






2016 年を除き、毎年ほぼ 20 件以下で推移している。これに対して、訂正内部統制報告書
は、最初の 2 年を除く毎年、「有効でない」（通常の）内部統制報告書よりも
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2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
訂正報告書 報告書 訂正報告書の割合
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
提出総件数 115 56 51 71 95 71 94 105 104 146 137 1045
訂正報告書 14 26 35 54 76 57 69 79 84 130 106 730
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10 一つの事例に対して、2 つ以上の統制の不備を記載する会社が多いため、合計は 533 を超え
ている。報告書中で明確にプロセスを記載していないものについては、筆者の判断で決めるこ
となく、原則として「明確な記載なし」に分類した。
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 合計
提出件数 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533
全社的な内部統制 23 17 16 22 20 21 25 23 21 31 23 242 45%
決算・財務報告プロセス 58 26 17 20 15 16 22 23 31 34 24 286 54%
その他の業務プロセス 29 14 8 14 16 15 19 20 14 14 12 175 33%
IT全般統制 1 2 3 1%
評価未実施 15 8 4 1 1 2 1 1 2 35 7%
明確な記載なし 16 1 4 2 4 1 4 2 4 10 48 9%


























図 2.2 不正、誤謬等の 2009 年と 2019 年の件数比較
次に、これらを年ごとの推移で見ることとする。グラフ 2.6 から、以下の事実がわかる。
1) 「不正・不適切会計」は、2010 年から 2017 年まで、2015 年を除き、20 件弱で推移し
た。しかし、2018 年と 2019 年に急増し、2019 年は初年度の 2009 年を上回った。
2) 「誤謬」は初年度に 62 件と多かったが、2014 年までにかけて 9 件まで減少した。しか
し、それ以降増加に転じ、20 件前後で推移している。









































































第 3 節 5W1H に基づく第一次分析結果から見た概観










 【WHO】上場 5 年以内の企業の提出件数が、最近増加している。
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 合計
内部統制、内部監査等 1 2 1 2 2 1 2 5 6 1 2 25
内部通報 2 1 3 3 9
監査役 1 1 2
外部監査 21 9 6 6 6 5 12 10 8 10 7 100
当局の調査等 0 2 0 2 3 3 2 2 3 4 7 28
外部からの情報その他 1 1 1 1 2 3 2 2 5 7 25
記載なし 91 33 24 24 23 17 23 27 25 30 27 344
合計 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533
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ね 20 から 25 件で変動は少ない。
 【WHAT】「その他の業務プロセス」は若干減少傾向にある。




















増加に転じている。それも 2012-2014年の 3年間がおおむね年間平均 30件なのに対して、
次の 2015-2017 年の 3 年間がおおむね 40 件、2018-2019 年おおむね 50 件という増え方を
している。
そこで、23 ページのグラフ 2.6 で示した WHY の第一次分析の 2012 年以降のデータに
ついて、3 年間を一単位（2018-19 年のみ 2 年間）として、を各期間の年間平均値を比較
してみた。次の表 3.1 を見ていただきたい。
表 3.1 3 年ごとに見た理由別の「有効でない」内部統制報告書の件数
この表から、全体件数の増加要因について、次のことがわかる。
































































































場会社等における不正会計の動向」においても、会社不正の数字が 2014 年 3 月期から 2019
年 3 月期まで、毎年 30 社前後で推移してきたのに対して、2020 年 3 月期に急増している
ことがわかる。
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
税金関連項目 5 3 1 1 2 2 2 2 2 20
企業結合 2 2 1 2 1 8
棚卸資産 2 1 1 1 1 1 7
売上 1 1 1 1 1 5
その他 受注工事 債務保証 連結CFの資金の範囲 退職給付 関連会社株式 後発事象 後発事象 土地の減損損失 内部取引相殺消去 リース取引 47
販売ソフト 融資手数料 のれん 投資有価証券 未払拡販費 返品 植林資産 退職給付 貸倒引当金




決算短信 関連当事者取引前渡金 金利スワップ 土地再評価差額金 外貨換算 債務保証損失引当金貸倒引当金
























グラフ 3.2 の評価未実施について、年別の件数と未実施の理由をまとめたものが図 3.3.
である。
内部統制報告制度初年度には 17 件あった「評価未実施」が 2019 年にはゼロとなってい
る。直近 5 年間でみても、毎年 1 件あるか、ないかである。2017 年と 2018年は、⺠事再























































2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
対象件数 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533
評価未実施 17 8 6 1 1 1 1 1 1 2 0 39
評価体制未整備 14 6 4 1 1 1 1 1 29
不正等発覚のため 2 2 2 1 7







































こそ合計で 49 件と突出しているものの、2010 年以降はそれぞれ大幅に減少し、合計も 1
桁の年が多い。これらから、日本企業の内部統制は、内部統制の整備状況ならびに誤謬の
多さという点においても、この 11 年間で大幅に改善したと言える。
















流用」は、11 年間の年平均が 4.8 件で、多少上下はあるものの、横ばいかやや減少気味に
推移していると言える。一方、「粉飾決算」は、制度開始以降 2017 年までは、年間 13 件










































2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
粉飾決算 資産の流用
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
本社 11 5 10 11 7 12 7 11 5 14 15 108
国内子会社 5 6 3 3 5 2 7 5 4 2 8 50
海外子会社 2 1 3 1 1 1 2 8 6 11 36
その他 1 1 2 4













2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
売上の過大計上 4 8 3 9 4 9 6 7 9 12 19 90
 うち循環取引 1 4 0 3 0 1 1 1 1 2 4 18
架空仕入・原価操作 3 2 4 3 3 4 3 6 3 5 8 44
在庫の過大計上 0 2 0 1 0 1 0 3 4 0 5 16
経費の繰延べ 1 0 0 1 1 0 2 1 1 0 4 11
その他の資産 1 0 4 3 1 1 5 0 3 3 2 23
工事進行基準 1 0 1 1 0 0 0 3 0 1 0 7
その他 8 5 2 3 5 2 1 1 1 4 6 38
重複数 0 4 1 5 1 2 2 4 5 4 13 41
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
本社 4 2 4 3 3 6 1 1 4 28
国内子会社 4 1 1 2 1 2 1 2 2 16
海外子会社 1 1 1 1 1 2 7
その他 1 1 2
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
経営トップ 4 1 1 2 2 1 3 14
経営陣 4 1 1 2 1 2 2 1 14
管理職 1 2 0 3 2 1 1 10
従業員 4 1 2 4 1 1 1 14
不明 1 1 2
33




















11 日本内部統制研究学会 「内部統制報告制度導入後 10 年が経過した実務上の課題と展望」
34 ページ
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
東証1部上場企業 5 7 3 6 8 8 12 11 13 17 18 108


















表 3.10 の 2 行目と 3 行目は、年ごとの訂正内部統制報告書の提出総件数と訂正内部統制
報告書を提出した会社数を表している。また、一番最後の行は、1 社が 1 回に提出する平
均提出件数を示している。不正会計等の発覚が早まったとすると、1 社あたりの平均提出
件数は、減少するはずであるが、数字はほぼ 3.0 前後で有意な変化を示していない。また、
1 年分提出（＝発生後 1 年ほどで発覚）と 5 年分提出（＝発生後 5 年以上経って発覚）が
それぞれ増加していることから、有意とまでは言えないが、両極端化しつつあるようにも
見える。
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
不正・不適切 5 9 16 14 18 16 17 15 14 23 24 171
誤謬 8 8 8 7 10 3 7 8 13 15 9 96
その他 1 4 5 0 2 3 2 1 0 5 2 25



















12 内部統制の基準 2019 年 12 月 Ⅱ.3 と 4 に基づき、記載
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
訂正報告書数 14 26 35 54 76 57 69 79 84 130 106 730
訂正社数 14 20 21 21 27 21 24 24 27 41 35 275
1年分提出 14 14 12 7 8 6 7 5 6 11 12 102
2年分提出 6 4 3 7 4 5 3 5 7 3 47
3年分提出 5 3 3 5 2 5 5 0 5 33
4年分提出 8 4 2 4 2 2 10 2 34









































第 4 節 重要な不備の提出主体の詳細分析
ここでは、上場 5 年以内の会社について、もう少し詳細を分析することとする。
表 3.11 は、上場 5 年以内の会社について、「有効でない」内部統制報告書を提出した時
期、すなわち、①上場初年度、②上場 2-3 年以内、③上場 4-5 年以内、で分類したもので
ある。
表 3.11 上場 5 年以内の会社で「有効でない」内部統制報告書を提出した会社












提出年度 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
公表社数 115 47 34 35 37 29 41 45 44 53 53 533
上場5年以内合計 31 8 3 1 1 6 6 7 3 7 10 83
内、上場初年度 1 1 0 0 0 1 2 3 0 0 1 9
内、上場2-3年以内 8 1 0 0 0 3 3 4 2 5 6 32
内、上場4-5年以内 22 6 3 1 1 2 1 0 1 2 3 42




表 3.12 上場 5 年以内の会社で「有効でない」内部統制報告書を提出した会社の提出理由





















2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 合計
不正・不適切会計 7 2 3 0 0 6 5 2 1 3 6 35
誤謬 23 4 0 1 1 0 2 4 2 2 4 43










































第 6 節 まとめ
本章で説明した詳細分析の結果をまとめると、以下の通りである。





















第 4 章 結論







































第三は、第 1 章第 4 節で述べたように、IT 技術の発展とそれに対する内部統制の変化で










（注）2020 年 10 月 31 日提出分（訂正分は 2020 年 7 月 31 日提出分）までを含む。
（出典）井上俊剛金融庁企画市場局参事官「内部統制の今後の検討の方向性」、日本内部統制




















2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
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